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１ はじめに 

1-1 本書の扱いについて 

本書は、札幌市のエネルギー消費量及び温室効果ガス排出量の算出を行うとともに、「札幌市エネルギー

ビジョン」及び「札幌市温暖化対策推進計画」における目標達成に向けた取組の進捗状況を把握し、今後

のさらなる取組の推進に向けた分析・評価を行うものです。 

 

1-2 札幌市エネルギービジョンと札幌市温暖化対策推進計画の関係 

平成 25年に策定された、札幌市の最上位計画となる「札幌市まちづくり戦略ビジョン」では、先人たち

が築き上げた北方圏ならではの都市機能と、北海道の豊富な自然エネルギーを生かしながら環境負荷の少

ない暮らしを追求するなど、低炭素社会と脱原発依存社会を目指した持続可能なまちづくりを進め、世界

に誇れる先進的な環境首都の実現と、その具体的な取組を着実に進めていく必要性がうたわれています。 

そのため、札幌市では、限りある資源を無駄なく使うといった「エネルギーの有効利用の推進」と、市

民自らが身近に広く存在する再生可能エネルギーを活用し、創造するといった「エネルギー転換の推進」

を基本的な方向性として、中長期的なエネルギー施策を展開するための指針となる「札幌市エネルギービ

ジョン」を平成 26年 10月に策定しました。 

また、市民・事業者・札幌市が目指すべき将来の札幌の姿を共有し、持続可能な低炭素社会の実現に向

け、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく地方公共団体実行計画(区域施策編)として、「札幌市温暖

化対策推進計画」を平成 27年３月に策定しました。 

「札幌市エネルギービジョン」と「札幌市温暖化対策推進計画」は、札幌市のまちづくりの指針である

「札幌市まちづくり戦略ビジョン」を上位計画として、その基本的な方向性に沿って策定される個別計画

に位置付けられています。 

エネルギー施策と地球温暖化対策は、密接な関係にあり、相互に連携した取組が必要であることから、

「札幌市エネルギービジョン」と「札幌市温暖化対策推進計画」との整合性を図り、両者を一体として事

業を推進しています。 

 

図 1-2 札幌市エネルギービジョンと札幌市温暖化対策推進計画の目的と位置づけ 

 

1-3 札幌市エネルギービジョンの概要 

(1) 数値目標 

札幌市エネルギービジョンでは、熱利用エネルギーと電力の目標を図 1-3-1のとおり設定しています。 
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図 1-3-1 熱利用エネルギーと電力の目標 

 

(2) 目標達成に向けた取組 

札幌市エネルギービジョンでは、目標の達成に向けて、省エネルギーの推進、再生可能エネルギー及び

分散電源1の導入拡大を目指し、３つの施策の柱と６つの重点取組を展開しています。 

 

図 1-3-2 札幌市エネルギービジョンの目標達成に必要な数値目標の内訳 

 

1-4 札幌市温暖化対策推進計画の概要 

(1) 数値目標 

札幌市温暖化対策推進計画では、世界や国の温暖化対策に関する動向や、関連する本市の計画などを踏

まえて、札幌市から排出される温室効果ガスの削減目標を図 1-4-1のとおり設定しています。 

 

図 1-4-1 温室効果ガス削減の長期目標と中期目標 

 

(2) 中期目標達成に向けた取組 

札幌市温暖化対策推進計画では、中期目標の達成に向け、計画策定当時の最新値であった 2012年度から

621 万 t-CO2を削減するため、《家庭》、《産業・業務》、《運輸》、《みどり》、《廃棄物》、《エネルギー》の各

分野での目標削減量を設定し、それぞれの分野での取組を推進していくこととしています(図 1-4-2)。 

                            
1 【分散電源】エネルギービジョンでは、分散電源を「コージェネレーションシステム」、「燃料電池」、「蓄電池」としています。 
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図 1-4-2 温室効果ガス削減の中期目標達成に向けた部門別内訳 

 

２ 札幌市のエネルギー消費量 

2-1 エネルギー消費量 

平成 28(2016)年度のエネルギー消費量2の速報値3は 126,602TJであり、前年度と比べて 0.3％(413TJ)減

少しています。また、札幌市エネルギービジョンの基準年である平成 22(2010)年度と比べて 4.0％

(5,309TJ)減少しています(図 2-1-1、表 2-1-1)。 

 

図 2-1-1 エネルギー消費量の推移 

  

                            
2 【エネルギー消費量】電力、燃料の最終的な消費量の合計。ここでは、熱量の単位である J(ジュール)で表しています。 
3 【速報値と確定値】エネルギービジョンに係るエネルギー消費量等は、各種統計の年報値に基づき算出しています。算出年度の

年報値が未公表のものについては、前年度又は前々年度の年報値で代用して速報値を算出することで、エネルギー消費量の状況を

迅速に把握し、次年度以降の施策に反映させることとしています。確定値は速報値の２年後に公表することとしており、速報値と

確定値とは異なる場合があります。また、各値は四捨五入しているため、各部門の合計値と合計に記載されている値は一致しない

ことがあります。 
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表 2-1-1 エネルギー消費量の平成 26年度確定値及び平成 28年度速報値 

 

 

 平成 28(2016)年度の市民１人当たりのエネルギー消費量は 64.6GJであり、前年度と比べて 0.6％

(0.4GJ)減少しています。また、札幌市エネルギービジョンの基準年である平成 22(2010)年度と比べて

6.2％(4.3GJ)減少しています(図 2-1-2)。 

 

図 2-1-2 札幌市民１人当たりのエネルギー消費量の推移 

 

 平成 28(2016)年度の札幌市内の１世帯当たりのエネルギー消費量は 135.7GJであり、前年度と比べて

1.8％(2.5GJ)減少しています。また、札幌市エネルギービジョンの基準年である平成 22(2010)年度と比

べて 8.9％(13.2GJ)減少しています(図 2-1-3)。 

 

［単位：TJ］

平成22年度
（2010年度）

平成26年度
（2014年度）

平成27年度
（2015年度）

基準年度比 前年度比

産業部門 10,143 7,028 7,054 6,904 -31.9% -2.1%

民生（家庭）部門 47,418 50,336 48,894 48,331 +1.9% -1.2%

民生（業務）部門 34,954 32,579 33,339 33,734 -3.5% +1.2%

運輸部門 39,395 38,216 37,729 37,632 -4.5% -0.3%

合計 131,911 128,158      127,015      126,602  -4.0% -0.3%

※新電力補正後

平成28年度
（2016年度）

基準値 確定値 速報値
変化率

速報値
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図 2-1-3 札幌市内の１世帯当たりのエネルギー消費量の推移 

 

 部門別4では、家庭部門と業務部門は平成 24(2012)年度に、産業部門は平成 10(1998)年度に、運輸部門

は平成 14(2002)年度に過去最高に達しましたが、それ以降はおおむね減少傾向で推移しています(図 2-1-

4)。 

 
図 2-1-4 エネルギー消費量の推移(部門別) 

 

平成 28(2016)年度のエネルギー消費量の部門別内訳は、家庭部門が約４割、業務・産業部門が約３割、

運輸部門が約３割となっています(図 2-1-5)。 

                            
4 【部門別】エネルギービジョンでは、家庭部門(自動車は除く)、業務部門(事務所、店舗など)、運輸部門(自動車、鉄道、航空

機)、産業部門(熱供給事業、都市ガス事業、農林水産業、鉱業、建設業、上水道)の４部門に分類しています。 
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図 2-1-5 エネルギー消費量の部門別内訳(平成 28年度速報値) 

 

札幌市と全国のエネルギー消費量の部門別内訳を比較すると、札幌市は全国と比較して家庭部門、業務

部門、運輸部門の割合が高くなっています。この原因としては、積雪寒冷地であるため、家庭における冬

季の暖房などによるエネルギー消費量が多いこと、第３次産業中心の産業構造であること、日常生活にお

ける自動車への依存度が高いことなどが考えられます(図 2-1-6)。 

 

 

図 2-1-6 札幌市と全国におけるエネルギー消費量の部門別内訳 

 

用途別5では、熱利用は平成８(1996)年度に、電力は平成 22(2010)年度に、運輸利用は平成 14(2002)年度

に過去最高に達しましたが、それ以降は減少傾向で推移しています(図 2-1-7、図 2-1-8)。 

 

                            
5 【用途別】エネルギービジョンでは、消費者が使用できるエネルギーの形態を「電力」と「燃料」に分け、燃料を「熱利用(家

庭、業務、産業部門で消費される燃料)」と「運輸利用(運輸部門で消費される燃料)」に分けています。 
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図 2-1-7 エネルギー消費量の用途別推移(その１) 

 

 
図 2-1-8 エネルギー消費量の用途別推移(その２) 

 

平成 28(2016)年度のエネルギー消費量の用途別内訳は、熱利用が 45％、電力が約 26％、運輸利用が約

29％となっています(図 2-1-9)。 

 

図 2-1-9 エネルギー消費量の用途別内訳(平成 28年度速報値) 
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2-2 電力消費量 

 平成 28(2016)年度の電力消費量は 90.4億 kWhであり、前年度と比べて 0.1％(0.1億 kWh)増加していま

す。また、札幌市エネルギービジョンの基準年である平成 22(2010)年度と比べて 5.4％(5.1億 kWh)減少し

ています(図 2-2-1、表 2-2-1)。 

 

図 2-2-1 電力消費量の推移 

 

表 2-2-1 電力消費量の平成 26年度確定値及び平成 28年度速報値 

 

 

部門別では、家庭部門と業務部門は平成 22(2010)年度に過去最高に達しましたが、平成 22(2010)年度末

に発生した東日本大震災以降における節電の取組みなどにより、平成 23(2011)年度以降は減少傾向となっ

ています(図 2-2-2)。 
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図 2-2-2 電力消費量の推移(部門別) 

  

平成 28(2016)年度の電力消費量の部門別内訳は、業務(約５割)と家庭(約４割)で全体の約９割を占めて

います(図 2-2-3)。 

     

図 2-2-3 電力消費量の部門別内訳(平成 28年度速報値) 

 

2-3 熱利用エネルギー消費量 

 平成 28(2016)年度の熱利用エネルギー消費量は 56,919TJであり、前年度と比べて 0.6％(337TJ)減少し

ています。また、札幌市エネルギービジョンの基準年である平成 22(2010)年度と比べて 2.9％(1,678TJ)減

少しています(図 2-3-1、表 2-3-1)。 
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図 2-3-1 熱利用エネルギー消費量の推移 

 

表 2-3-1 熱利用エネルギー消費量の平成 26年度確定値及び平成 28年度速報値 

 
 

部門別では、近年、家庭部門と産業部門は減少傾向、業務部門はおおむね横ばいで推移しています(図 2-

3-2)。 

 

 

図 2-3-2 熱利用エネルギー消費量の推移(部門別) 
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 平成 28(2016)年度の熱利用エネルギー消費量の部門別内訳は、家庭が約 63％と最も多く、業務が約 30％、

産業が約６％となっています(図 2-3-3)。 

     

図 2-3-3 熱利用エネルギー消費量の部門別内訳(平成 28年度速報値) 

 

３ 札幌市エネルギービジョンの進行管理 

3-1 熱利用エネルギー消費量の達成状況 

熱利用エネルギー消費量は大きく変動しながらも減少傾向で推移しており、平成 28(2016)年度は

56,919TJとなっています。これは前年度と比べて 0.6％(337TJ)の減少、札幌市エネルギービジョンの基準

年である平成 22(2010)年度と比べて 2.9％(1,678TJ)の削減となっています。 

部門別では、業務・産業部門は平成 22(2010)年度と比べて 15.0％(3,685TJ)の削減となっている一方、

家庭部門は平成 22(2010)年度と比べて 1.03倍(2,006TJ増)となっています。 

札幌市エネルギービジョンの平成 34(2022)年度の目標を達成するためには、平成 28(2016)年度から

7,319TJの熱利用エネルギー消費量を削減する必要があります(図 3-1、表 3-1)。 

 

図 3-1 熱利用エネルギー消費量の推移 
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表 3-1 熱利用エネルギー消費量の削減目標と平成 28年度速報値 

 

 

3-2 電力消費量(省エネ)の達成状況 

電力消費量は減少傾向で推移しており、平成 28(2016)年度は 90.4 億 kWh となっています。これは前年

度と比べて 0.1％(0.1億 kWh)の増加、札幌市エネルギービジョンの基準年である平成 22(2010)年度と比べ

て 5.4％(5.2億 kWh)の削減となっています。 

部門別では、業務・産業部門と家庭部門のいずれも減少傾向で推移しています。 

札幌市エネルギービジョンの平成 34(2022)年度の目標を達成するためには、平成 28(2016)年度から 4.3

億 kWhの電力消費量を削減する必要があります(図 3-2、表 3-2)。 

 
図 3-2 電力消費量(省エネ)の推移 

 

表 3-2 電力消費量(省エネ)の削減目標と平成 28年度速報値 

 

 

3-3 再生可能エネルギー発電量の達成状況 

再生可能エネルギー6発電量は太陽光発電の導入に伴いわずかに増加傾向で推移しており、平成 28(2016)

年度は 2.0億 kWhとなっています。これは前年度と比べて 1.1倍(0.1億 kWh 増)、札幌市エネルギービジ

ョンの基準年である平成 22(2010)年度の 1.3倍(0.5億 kWh増)となっています。 

札幌市エネルギービジョンの平成 34(2022)年度の目標を達成するためには、平成 28(2016)年度から再生

可能エネルギー発電量を 4.0億 kWh増加する必要があります(図 3-3、表 3-3)。 

                            
6 【再生可能エネルギー】太陽光、地熱、風力など、エネルギー源として永続的に利用できるものの総称です。 
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図 3-3 再生可能エネルギー発電量の推移 

 

表 3-3 再生可能エネルギー発電量の目標と平成 28年度速報値 

 

 

3-4 太陽光発電の導入容量の達成状況 

太陽光発電は、平成 24(2012)年度に再生可能エネルギー固定価格買取制度が開始されたことを受け、前

年度比 58％増の 0.7 万 kW が導入された後、平成 26(2014)年度までは毎年度 0.7 万 kW が導入されていま

す。平成 28(2016)年度は前年度の約３割である 0.4万 kWが導入され、累計導入容量は 5.0万 kWとなって

います。これは、前年度の累計導入容量と比べて 1.1倍(0.4万 kW増)、札幌市エネルギービジョンの基準

年である平成 22(2010)年度と比べて 5.6倍(4.1万 kW増)となっています。 

札幌市エネルギービジョンにおける平成 34(2022)年度の目標を達成するためには、平成 28(2016)年度か

ら太陽光発電の導入容量を 36.9万 kW増加する必要があります(図 3-4、表 3-4)。 

 
図 3-4 太陽発電の導入容量の推移 
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表 3-4 太陽光発電の導入容量の目標と平成 28年度速報値 

 

 

3-5 分散電源発電量の達成状況 

分散電源発電量は平成 26(2014)年度に「赤れんが前エネルギーセンター」(発電容量 700kW)が運転を開

始したこともあり、平成 26(2014)年度には 1.84億 kWhに達しましたが、平成 28(2016)年度の発電量は、

1.92億 kWhとなっています。これは、札幌市エネルギービジョンの基準年である平成 22(2010)年度と比べ

て 1.1倍(0.21億 kWh増)であり、ほぼ横ばいとなっています。 

札幌市エネルギービジョンにおける平成 34(2022)年度の目標を達成するためには、平成 28(2016)年度か

ら分散電源の発電量を 2.08億 kWh増加する必要があります(図 3-5、表 3-5)。 

 

図 3-5 分散電源発電量の推移 

 

表 3-5 分散電源発電量の目標と平成 28年度速報値 

 

 

3-6 エネルギー転換の達成状況 

エネルギー転換は省エネを中心に進んでおり、平成 28(2016)年度の転換量は 10.2 億 kWh となっていま
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図 3-6 エネルギー転換量の推移 

 

表 3-6 エネルギー転換量の目標と平成 28年度速報値 
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3-7 取組結果 

(1) スマートな省エネルギーの実践 

ア 重点取組１ 省エネ型ライフスタイルの定着 

札幌市の行動 

・省エネ意識の醸成、取組支援を行い、率先的な行動を発信します 

【平成 28年度の主な取組】 

■省エネ意識の醸成（教育、キャンペーン） 

○ムダなく、かしこく、省エネ・節電を楽しむ暮らし方の定着を目的とした「さっぽろスマート

シティ」を目指す「さっぽろスマートシティプロジェクト」を実施し、市民の環境配慮行動を

促す普及啓発活動を行いました。 

○省エネや節電の学習教材・教師用活用マニュアルと児童用書き込み式ワークシートを作成し、

市内全小学校に配布しました。 

○消費電力量をリアルタイムで確認できる見える化機器（省エネナビ）の市民への貸出を行い、

貸出後のアンケートでは、７割以上の世帯が省エネ・節電意識が高まったと回答しました。 

■効果的な省エネ技術の情報提供、省エネ診断の実施 

○札幌市環境プラザで「省エネ・節電総合相談窓口」を運営し、ソフト面での省エネ・節電対策

のほか、高効率機器等、省エネ家電や住宅の設備導入等のハード面に関しても総合的な情報提

供を行いました。 

○家庭 300 世帯のエネルギー使用状況を「見える化」しながら診断し、各家庭のライフスタイル

や機器・設備に合わせた省エネアドバイスを実施しました。 

■省エネ機器の導入支援 

○新エネルギー・省エネルギー機器の導入支援として、市民向け 1,150件、中小企業等向け 69件、

NPO・町内会等向け５件に対して導入費用の一部を補助しました。 

■省エネ技術の率先導入・成果の発信 

○市役所本庁舎などの市有施設や民間施設における実験によって得られた知見である札幌版省エ

ネ技術“Sapporo Smart System”について、専門家に分析を依頼し、経済観光局事業と連携し、

業態の異なる民間事業者への普及を図りました。 

○セミナーやインターネット等を通じ、札幌版省エネ技術“Sapporo Smart System”の検証結果を

公開し、市内事業者への普及を図りました。 

○電力の見える化を推進するため、市有施設にデマンド監視装置を設置・活用し、効率的なエネ

ルギー利用の促進・節電取組を強化しました。 

 

イ 重点取組２：建物・住まいの省エネ化の推進 

札幌市の行動 

・札幌版次世代住宅及び高効率給湯・暖房機器の普及を促進します 

【平成 28年度の主な取組】 

■札幌版次世代住宅の普及啓発・導入支援 

○「札幌版次世代住宅基準」に適合する高断熱・高気密住宅 139件に札幌版次世代住宅の認定を

行い、そのうち 128件に補助を行いました。 

■既設住宅の省エネ改修の支援 

○市民が行った住宅の省エネリフォーム工事（窓、断熱）175件に対し、その費用の一部補助を行

いました。 
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(2) 再生可能エネルギーの最大限活用 

ア 重点取組３：太陽光発電を中心とした再生可能エネルギーの導入拡大 

札幌市の行動 

・市民、事業者の再生可能エネルギーの導入を支援します 

・市民が利用する市有施設の新築・改築の際には原則的に太陽光発電を設置し、その他の再生可

能エネルギーについてもさらなる有効活用を進めます 

【平成 28年度の主な取組】 

■再生可能エネルギーの導入支援・情報提供 

○新エネルギーを実際に見て触れて学べる展示施設が整備されている次世代エネルギーパークに

おいて、平成 28年度は、市内学校、市内外の団体を含め、8件（約 180名）の視察・見学対応

を行ったほか、４月 29 日～10 月 10 日までの間、土日祝日に１日１回展示解説を行いました。 

○新エネルギー・省エネルギー機器の導入支援として、市民向け 1,150件、中小企業等向け 69件、

NPO・町内会等向け５件に対して導入費用の一部を補助しました。（再掲） 

■市有施設への太陽光発電の積極的な導入 

○札幌みなみの杜高等支援学校等へ太陽光発電設備を導入しました。 

・太陽光発電設備の導入容量：137.5kW 

○これまでの市有施設へ設置件数は 202件（設置容量 2,838kW）となっており、市立学校では約半

数に設置しています。 

■相談窓口設置、マッチング事業の推進 

○民間事業者による太陽光発電の設置を誘導するため、札幌市公式ホームページで、札幌市内の

遊休地及び屋根の所有者と太陽光発電業者とのマッチングを促しました。 

○住宅建築関係業界が実施する各種会合等で、補助制度に係る概要説明を実施しました。 

■市有施設への多様な再生可能エネルギー機器の導入 

○白石清掃工場敷地内に設置された小型風力発電（風レンズ風車、５kW程度）のデータ収集を行

いました。 

 

イ 重点取組４：札幌型環境産業の創出と技術開発 

札幌市の行動 

・札幌市産業の成長をけん引する環境産業の振興と技術開発を推進します 

【平成 28年度の主な取組】 

■札幌発の技術開発を支援 

○エネルギー産業に携わる市内企業が、企業単体又は大学等研究機関・市外大企業等と連携して

実施する新技術・新製品の開発等の取組７件に対し、補助を行いました。 

■関連システムや機器の導入促進による環境産業の振興 

○札幌市が培った、設備投資に頼らない省エネ手法をビジネスとして市内中小企業に広げるため、

省エネの潜在市場を調査し、そのビジネスモデルを検討しました。 

■バイオマスエネルギーの開発・製造促進 

○ペレットストーブ 26 台の導入費用の一部補助を行ったほか、ペレット燃料購入者に対し、147

件 1,027,880ポイントの地域ポイントを交付しました。 
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(3) 分散型エネルギー供給拠点の創出 

ア 重点取組５：コジェネ・燃料電池・蓄電池の導入拡大 

札幌市の行動 

・分散電源の普及啓発と、市民・事業者の導入支援を進めます 

【平成 28年度の主な取組】 

■分散電源の導入支援 

○新エネルギー・省エネルギー機器の導入支援として、市民向け 1,150件、中小企業等向け 69件、

NPO・町内会等向け５件に対して導入費用の一部を補助しました。（再掲） 

 

イ 重点取組６：エネルギーネットワークの構築 

札幌市の行動 

・エネルギーネットワークの仕組みづくりと構築を推進します 

【平成 28年度の主な取組】 

■都心地区におけるエネルギーネットワークの調査・検討 

○都心におけるエネルギー施策の目指すべき将来像・目標値の設定、実現手法などの検討を行い

ました。 

 

3-8 目標に対する達成度と今後の施策の展開 

平成 28(2016)年度の目標値に対する達成度は、熱利用エネルギーの削減が 18.7％、電力(エネルギー転

換)が 48.9％となっています。 

エネルギー転換の内訳を見ると、省エネ(電力消費量)の達成度が 54.8％と良好に推移しているなかで、

再生可能エネルギーの発電量の達成度は 10.3％、分散電源発電量の達成度は 8.9％と、比較的遅れていま

す。 (図 3-7)。 

 

 

図 3-7 エネルギービジョンの目標値に対する達成度 

  

8.9%

10.3%

54.8%

48.9%
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分散電源発電量

再生可能エネルギー発電量

省エネ（電力消費量）

電力（エネルギー転換）

熱利用エネルギー
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４ 札幌市の温室効果ガス排出量 

4-1 温室効果ガス総排出量 

温室効果ガス総排出量の推移を図 4-1-1、平成 26(2014)年度確定値及び平成 28(2016)年度速報値を表 4-

1-1 に示します。平成 28(2016)年度の温室効果ガス総排出量の速報値は 1,208 万 t-CO2であり、家庭での

灯油消費量の減少や電力排出係数7の改善などにより、前年度速報値と比べて 3.4％(43 万 t-CO2)減少して

います。また、札幌市温暖化対策推進計画策定時の最新値であった平成 24(2012)年度と比べて 8.6％(114

万 t-CO2)減少、基準年である平成２(1990)年度と比べると 29.4％(274万 t-CO2)増加となっています。 

札幌市温暖化対策推進計画における平成 42(2030)年度の中期目標を達成するためには、平成 28(2016)年

度と比べて 42.0％(507万 t-CO2)の温室効果ガスを削減する必要があります。 

 

図 4-1-1 温室効果ガス総排出量の推移 

  

                            
7 【調整前電力排出係数】各電気事業者における販売電力量 1kWhあたりの CO2排出量(kg-CO2)のことをいいます(単位：kg-

CO2/kWh)。発電時に排出される CO2が多いほど、調整前電力排出係数は大きくなります。 

【調整後電力排出係数】「調整前」電力排出係数に温室効果ガスの排出抑制を実施した実績等を反映させた排出係数のことをいい

ます(単位：kg-CO2/kWh)。具体的には、再生可能エネルギー固定価格買取制度(FIT制度)によって買い取られた電力の排出量調整

や、京都メカニズム、J-クレジット制度、グリーンエネルギーCO2削減相当量認証制度などの国内認証の削減量が反映されていま

す。 

【調整前と調整後の電力排出係数について】本報告書では、温室効果ガスの総排出量については「調整後」の電力排出係数を、部

門別・エネルギー種別等の排出量については「調整前」の電力排出係数を使用しています。 

93
4 

91
8 97

1 1,
01

3 

1,
04

2 

1,
06

3 1,
17

1 

1,
11

2 

1,
12

7 

1,
13

2 

1,
12

5 

1,
11

6 

1,
15

9 

1,
17

0 

1,
21

2 

1,
18

0 

1,
15

9 

1,
20

8 

1,
18

2 

1,
07

8 

97
7 

1,
13

6 

1,
32

2 

1,
30

4 

1,
27

6 

1,
25

1 

1,
20

8 

70
1 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

平
成

2（
19

90
）

3（
19

91
）

4（
19

92
）

5（
19

93
）

6（
19

94
）

7（
19

95
）

8（
19

96
）

9（
19

97
）

10
（1

99
8）

11
（1

99
9）

12
（2

00
0）

13
（2

00
1）

14
（2

00
2）

15
（2

00
3）

16
（2

00
4）

17
（2

00
5）

18
（2

00
6）

19
（2

00
7）

20
（2

00
8）

21
（2

00
9）

22
（2

01
0）

23
（2

01
1）

24
（2

01
2）

25
（2

01
3）

26
（2

01
4）

27
（2

01
5）

28
（2

01
6）

42
(2

03
0)

温
室
効
果
ガ
ス
総
排
出
量

［年度］

20
14
年
度
確
定
値
：
基
準
年
度
比

+3
6.

7%

20
16
年
度
速
報
値
：基

準
年
度
比

+2
9.

4％

（電力排出係数調整後、森林吸収反映後）
［万t-CO2］

2016年度速報値：2012年度比 -8.6％
（電力排出係数調整後、森林吸収反映後）

［万t-CO2］

中
期
目
標
（
20

30
年
度
）へ

の
削
減
：

2
0
1
6年

度
比

-
42

.0
％

（中
期
目
標
年
度
）

（基
準
年
度
）



- 21 - 

 

表 4-1-1 温室効果ガス総排出量の平成 26年度確定値及び平成 28年度速報値8 

 

 

平成 28(2016)年度の市民１人当たりの温室効果ガス排出量は 6.1t-CO2であり、前年度と比べて 4.7％

(0.3t-CO2)減少しています。また、札幌市温暖化対策推進計画策定時の最新値であった平成 24(2012)年度

と比べて 11.6％(0.8t-CO2)減少、基準年である平成２(1990)年度と比べると 8.9％(0.5t-CO2)増加してい

ます(図 4-1-2)。 

 

                            
8 温暖化対策推進計画に係る温室効果ガス排出量は、各種統計の年報値に基づき算出しています。算出年度の年報値が未公表のも

のについては、前年度又は前々年度の年報値で代用して速報値を算出することで、温室効果ガスの排出状況を迅速に把握し、次年

度以降の温暖化対策に反映させることとしています。確定値は速報値の２年後に公表することとしており、速報値と確定値とは異

なる場合があります。また、各値は四捨五入しているため、各部門の合計値と合計に記載されている値は一致しないことがありま

す。 

[単位：万t-CO2]

平成2年度
（1990年度）

平成24年度
（2012年度）

平成26年度
（2014年度）

平成27年度
（2015年度）

基準年度比 2012年度比 前年度比

エネルギー転換部門 2 2 2 2 2 -17.6% +16.6% -3.4%

産業部門 83 68 75 68 68 -18.5% +0.3% -0.1%

民生（家庭）部門 292 505 483 466 446 +52.6% -11.5% -4.2%

民生（業務）部門 243 439 410 412 393 +62.1% -10.4% -4.5%

運輸部門 258 265 263 259 258 -0.0% -2.8% -0.5%

廃棄物部門 29 27 29 29 26 -10.6% -4.2% -10.5%

小計 908 1,306 1,261 1,237 1,194 +31.5% -8.6% -3.4%

メタン（CH4） 3 2 2 2 2 -15.3% +15.6% -2.9%

一酸化二窒素（N2O） 12 21 25 24 24 +95.5% +14.7% +1.3%

ハイドロフルオロカーボン
（HFCs）

0.5 2 2 2 2 +338.3% +16.1% +1.2%

六フッ化硫黄（SF6） 10 1 1 1 1 -94.2% -29.9% -11.8%

小計 25 25 29 29 29 +13.6% +13.4% +0.6%

合計（森林吸収反映前） 934 1,332 1,291 1,265 1,223 +31.0% -8.2% -3.3%

森林吸収分 － -10 -15 -15 -15 - +49.5% -0.1%

合計（森林吸収反映後） 934 1,322 1,276 1,251 1,208 +29.4% -8.6% -3.4%
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図 4-1-2 札幌市民１人当たりの温室効果ガス排出量の推移 

平成 28(2016)年度の札幌市内の１世帯当たりの温室効果ガス排出量は 12.9t-CO2であり、前年度と比べ

て 4.4％(0.6t-CO2)減少しています。また、札幌市温暖化対策推進計画策定時の最新値であった平成

24(2012)年度と比べて 11.6％(1.7t-CO2)減少、基準年である平成２(1990)年度と比べると 10.4％(1.5t-

CO2)減少となりました(図 4-1-3)。 

 

図 4-1-3 札幌市内の１世帯当たりの温室効果ガス排出量の推移 

 

4-2 温室効果ガス別の排出量 

温室効果ガス排出量のほとんどは二酸化炭素であり、その他の温室効果ガス(メタン、一酸化二窒素、ハ

イドロフルオロカーボン、六フッ化硫黄)は数％程度で推移しています(図 4-2-1、図 4-2-2)。 

 
図 4-2-1 温室効果ガス総排出量(二酸化炭素とその他温室効果ガス)の推移 
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図 4-2-2 温室効果ガス総排出量のガス別内訳(平成 28年度速報値) 

 

メタン(CH4)とハイドロフルオロカーボン(HFCs)はともに横ばいで推移しており、六フッ化硫黄(SF6)は平

成 14(2002)年度頃まで減少し、その後は横ばい傾向で推移しています。 

一酸化二窒素(N2O)は平成 22(2010)年度までは横ばいで推移し、平成 23(2011)年度以降はそれ以前と比

べて約２倍程度となっていますが、これは算出に用いている統計データ(環境省「大気汚染物質排出量総合

調査」)の推計方法が変更されたことによると考えられます(図 4-2-3)。 

なお、ハイドロフルオロカーボン(HFCs)、六フッ化硫黄(SF6)は平成７(1995)年度から算出対象となりま

した。また、パーフルオロカーボン(PFC)と三フッ化窒素(NF3)については、札幌市内での使用は非常に少な

いと考えられるため、算出対象外としています。 

 

 
図 4-2-3 その他温室効果ガス排出量の推移 
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4-3 部門別の二酸化炭素排出量 

部門別9の二酸化炭素排出量の推移は、家庭部門は電力排出係数の上昇や世帯数の増加などに伴い、平成

24(2012)年度に過去最高の 507 万 t-CO2に達しましたが、電力消費量の減少や電力排出係数の改善などに

より、平成 28(2016)年度は 444 万 t-CO2まで減少しています。業務部門は電力排出係数や業務系建物の増

加などに伴い平成 24(2012)年度に過去最高の 443万 t-CO2に達しましたが、電力消費量の減少や電力排出

係数の改善などにより、平成 28(2016)年度は 390万 t-CO2まで減少しています。 

運輸部門は自動車台数の増加などに伴い、平成８(1996)年度に過去最高の 330万 t-CO2に達しましたが、

自動車燃費の改善などにより、平成 28(2016)年度は 258万 t-CO2まで減少しています。 

エネルギー転換部門、産業部門、廃棄物部門は、ほぼ横ばいの状態で推移しています(図 4-3-1、図 4-3-

2)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-3-1 二酸化炭素排出量の部門別推移(その１) 

 
図 4-3-2 二酸化炭素排出量の部門別推移(その２) 

                            
9 温暖化対策推進計画では、以下の部門ごとに温室効果ガスの排出量を算出しています。 

エネルギー転換部門：ガス供給事業や熱供給事業などにおけるエネルギー転換のための燃料使用に伴う排出量(エネルギー事業者

の自家消費分) 

産業部門：農林水産業、鉱業、建設業、製造業、上水道における燃料及び電力使用に伴う排出量 

家庭部門：家庭における燃料及び電力使用に伴う排出量(自動車は除く) 

業務部門：事務所、店舗などにおける燃料及び電力使用に伴う排出量(自動車は除く) 

運輸部門：自動車(自家用、業務用車を含む)、鉄道、航空機における燃料及び電力利用に伴う排出量 

廃棄物部門：家庭ごみ、産業廃棄物の焼却などの処理、下水道事業における水処理に係る燃料及び電力使用に伴う排出量 
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平成 28(2016)年度の二酸化炭素排出量の部門別内訳は、約９割は家庭部門、業務部門、運輸部門が占め

ており、エネルギー転換部門、産業部門、廃棄物部門はそれぞれ数％となっています(図 4-3-3)。 

      

図 4-3-3 二酸化炭素排出量の部門別内訳(平成 28年度速報値) 

 

札幌市と全国の二酸化炭素排出量の部門別内訳を比較すると、札幌市は全国と比較して家庭部門、業務

部門、運輸部門の割合が高くなっています。この原因としては、積雪寒冷地であるために家庭における冬

季の暖房などによるエネルギー消費量が多いこと、第３次産業中心の産業構造であること、日常生活にお

ける自動車への依存度が高いことなどが考えられます(図 4-3-4)。 

 

図 4-3-4 札幌市と全国における二酸化炭素排出量の部門別内訳 
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4-4 エネルギー種別の二酸化炭素排出量 

 エネルギー種別の二酸化炭素排出量の推移は、電力は電力排出係数の影響により大きく変動しています

が、都市ガスは増加傾向、灯油と軽油は減少傾向となっています(図 4-4-1、図 4-4-2)。 

 
図 4-4-1 二酸化炭素排出量のエネルギー種別推移(その１) 

 

 
図 4-4-2 二酸化炭素排出量のエネルギー種別推移(その２) 

 

平成 28(2016)年度の二酸化炭素排出量のエネルギー種別内訳は、主に業務・家庭用として消費される電

力が約 48％、主に家庭用の暖房・給湯として消費される灯油が約 15％、主に自動車燃料用として消費され

るガソリン・軽油が約 21％、主に業務・家庭の冷暖房・給湯・調理用として消費される都市ガスが約８％、

主に業務の暖房用として消費される重油が約４％、家庭の調理用や自動車燃料として使用されるＬＰガス

が約２％となっています(図 4-4-3～図 4-4-9)。 
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図 4-4-3 二酸化炭素排出量のエネルギー種別内訳(平成 28年度速報値) 

 

       

図 4-4-4 電力由来の二酸化炭素排出量の部門別内訳(平成 28年度速報値) 

 

         

図 4-4-5 灯油由来の二酸化炭素排出量の部門別内訳(平成 28年度速報値) 
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図 4-4-6 ガソリン・軽油由来の二酸化炭素排出量の部門別内訳(平成 28年度速報値) 

 

      

図 4-4-7 都市ガス由来の二酸化炭素排出量の部門別内訳(平成 28年度速報値) 

 

       

図 4-4-8 重油由来の二酸化炭素排出量の部門別内訳(平成 28年度速報値) 
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図 4-4-9 ＬＰガス由来の二酸化炭素排出量の部門別内訳(平成 28年度速報値) 

 

５ 札幌市温暖化対策推進計画の進行管理 

5-1 中期目標 

札幌市温暖化対策推進計画では、進行管理上の基準年である平成 24(2012)年度の排出量との差を「削

減量」と定義しており、６つの社会像(《家庭》、《産業・業務》、《運輸》、《みどり》、《廃棄物》、《エネル

ギー》)及び《電力排出係数の影響》とに分け、各々について進行管理を行うこととしています。 

平成 42(2030)年度の中期目標を達成するために必要な温室効果ガスの削減量 621万 t-CO2を大きく分類

すると、市民・事業者・札幌市が協働して推進する取組、すなわち「わたしたちの取組」による削減分は

約 383万 t-CO2、札幌市内を除く道内の再生可能エネルギー導入や、LNG火力発電などの CO2排出量の少な

い発電方法への転換、すなわち「電力排出係数の影響」による削減分は約 238万 t-CO2となっています

(表 5-1-1)。 

表 5-1-1 中期目標の達成に必要な温室効果ガス削減量の内訳 

 
 

5-2 中期目標に対する達成度 

平成 28(2016)年度の温室効果ガス削減量は 113.5万 t-CO2となっています(図 5-2-1)。 

社会像別では、《家庭》での削減が 49.1万 t-CO2と最も大きくなっています(図 5-2-2)。 

中期目標達成に必要な削減量に対する達成度は、《みどり》での削減が 65％と最も高くなっています

(図 5-2-3)。 
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図 5-2-1 温室効果ガス削減量の推移 

 

図 5-2-2 温室効果ガス削減量の推移(社会像別) 
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図 5-2-3 中期目標達成に必要な削減量に対する達成度 

 

5-3 《家庭》での削減量 

 平成 28(2016)年度の《家庭》での削減量は 49.1万 t-CO2となっています。平成 42(2030)年度の中期目

標の達成に必要な約 202万 t-CO2の削減を達成するためには、平成 28(2016)年度から約 152.9万 t-CO2を

削減する必要があります(図 5-3-1)。 

エネルギー種別では、灯油の削減が 25.1万 t-CO2と最も大きくなっています(図 5-3-2)。 

 

図 5-3-1 《家庭》での削減量の推移 
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図 5-3-2 《家庭》での削減量の推移(エネルギー種別) 

 

5-4 《産業・業務》での削減量 

 平成 28(2016)年度の《産業・業務》での削減量は 19.2万 t-CO2となっています。平成 42(2030)年度の

中期目標の達成に必要な約 95万 t-CO2の削減を達成するためには、平成 28(2016)年度から約 75.8万 t-

CO2を削減する必要があります(図 5-4-1)。 

分野別では、業務部門での削減が 23.8万 t-CO2と最も大きくなっています(図 5-4-2)。 

 
図 5-4-1 《産業・業務》での削減量の推移 
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図 5-4-2 《産業・業務》での削減量の推移(分野別) 

 

5-5 《運輸》での削減量 

 平成 28(2016)年度の《運輸》での削減量は 6.9万 t-CO2となっています。平成 42(2030)年度の中期目

標の達成に必要な約 74万 t-CO2の削減を達成するためには、平成 28(2016)年度から約 67.1万 t-CO2を削

減する必要があります(図 5-5-1)。 

分野別では、自動車での削減が 4.4万 t-CO2と最も大きくなっています(図 5-5-2)。 

 
図 5-5-1 《運輸》での削減量の推移 
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図 5-5-2 《運輸》での削減量の推移(分野別) 

 

5-6《みどり》での削減量 

 平成 28(2016)年度の《みどり》での削減量は 6.5万 t-CO2の削減となっています。平成 42(2030)年度

の中期目標の達成に必要な約 10万 t-CO2の削減を達成するためには、平成 28(2016)年度から約 3.5万 t-

CO2を削減する必要があります(図 5-6-1)。 

 分野別では、森林吸収による削減が 4.8万 t-CO2と最も大きくなっています(図 5-6-2)。 

 
図 5-6-1 《みどり》の削減量の推移 
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図 5-6-2 《みどり》の削減量の推移(分野別) 

 

5-7 《廃棄物》での削減量 

 平成 28(2016)年度の《廃棄物》での削減量は 0.6万 t-CO2となっています。平成 42(2030)年度の中期

目標の達成に必要な約２万 t-CO2の削減を達成するためには、平成 28(216)年度から約 1.4万 t-CO2を削減

する必要があります(図 5-7-1)。 

 分野別では、産業廃棄物及び下水処理での削減がそれぞれ 0.3万 t-CO2と最も大きくなっています(図

5-7-2)。 

 

図 5-7-1 《廃棄物》の削減量の推移 
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図 5-7-2 《廃棄物》の削減量の推移(分野別) 

 

5-8 《エネルギー》での削減量 

 平成 28(2016)年度の《エネルギー》での削減量は 4.0万 t-CO2となっています。平成 42(2030)年度の

中期目標の達成に必要な約 66万 t-CO2の削減を達成するためには、平成 28(2016)年度から 62.0万 t-CO2

を削減する必要があります(図 5-8-1)。 

 分野別では、再エネ機器導入による削減が 3.4万 t-CO2と最も大きくなっています(図 5-8-2)。 

 

図 5-8-1 《エネルギー》の削減量の推移 
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図 5-8-2 《エネルギー》の削減量の推移(分野別) 

 

5-9 《電力排出係数の影響》での削減量 

 平成 28(2016)年度の《電力排出係数の影響》10での削減は 31.3万 t-CO2となっています。平成

42(2030)年度の中期目標の達成に必要な約 238万 t-CO2の削減を達成するためには、平成 28(2016)年度か

ら約 206.7万 t-CO2を削減する必要があります(図 5-9-1)。 

 

図 5-9-1 《電力排出係数の影響》の削減量の推移 

                            
10 【電力排出係数の影響】《電力排出係数の影響》には、二酸化炭素以外の温室効果ガスの増減分、国の排出権取引等による温室

効果ガス排出量の増減分等を含みます。 
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5－10 中期目標達成に向けた主な取組結果 

札幌市温暖化対策推進計画では、中期目標の達成に向けた取組の実施による温室効果ガスの削減効果を

把握するため、《社会像》ごとに成果指標を定めています。 

平成 28（2016）年度における《社会像》ごとの成果指標の達成状況は以下のとおりです。また、平成 29

（2016）年度に実施した取組内容と平成 30（2018）年度に実施する取組内容は、別添１のとおりです。 

 

(1) 家庭 

＜低炭素社会の実現に向けて目指すべき社会像＞ 

札幌型スマートライフスタイルが定着している社会 

 

【成果指標の達成状況】[11] 

指標 
2012年 

（策定時） 
2013年 2014年 2015年 2016年 

2022年 

（短期目標） 

2030年 

（中期目標） 

新築戸建住宅の札幌版次世代 

住宅基準の適合割合 
18.5% 21.1% 19.8% 37.9% 53.8％ 100% 100% 

全世帯に対する高効率給湯機器 

設置の割合 
3% 5% 5% 6% 7% 82% 87% 

全世帯に対する高効率暖房機器 

設置の割合 
3% 4% 5% 5% 6% 60% 71% 

家庭における太陽光発電の 

導入量 

1.4 

万 kW 

2.1 

万 kW 

2.7 

万 kW 

3.2 

万 kW 

3.4 

万 kW  

37.1 

万 kW 

53.8 

万 kW 

家庭用分散型電源システムに 

よる発電量 

0.02 

億 kWh 

0.03 

億 kWh 

0.03 

億 kWh 

0.05 

億 kWh 

0.06 

億 kWh 

1.0 

億 kWh 

1.9 

億 kWh 

環境配慮行動の実践率 61% 60% 64% 61% 62％ 90% 90% 

 

(2) 産業・業務 

＜低炭素社会の実現に向けて目指すべき社会像＞ 

環境保全と経済成長が両立している社会 

 

【成果指標の達成状況[12]】 

指標 
2012年 

（策定時） 
2013年 2014年 2015年 2016年 

2022年 

（短期目標） 

2030年 

（中期目標） 

事務所、工場などにおける 

太陽光発電の導入量 

0.4 

万 kW 

0.5 

万 kW 

0.6 

万 kW 

1.3 

万 kW 

1.5 

万 kW 

4.7 

万 kW 

8.1 

万 kW 

事業用分散型電源システムによる 

発電量 

1.7 

億 kWh 

1.7 

億 kWh 

1.8 

億 kWh 

1.8 

億 kWh 

1.9 

億 kWh 

3.0 

億 kWh 

4.3 

億 kWh 

産業・業務の電力需要量※ 
58.2 

億 kWh 

57.8 

億 kWh 

56.3 

億 kWh 

55.8 

億 kWh 

56.3 

億 kWh 

54.7 

億 kWh 

52.7 

億 kWh 

※平成 28年度の報告書から新電力分を反映させているため、平成 27年度の報告書の数値とは異なっています。 

 

 

 (3) 運輸 
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＜低炭素社会の実現に向けて目指すべき社会像＞ 

環境に優しい交通体系が確立している社会 

【成果指標の達成状況】 

指標 
2012年 

（策定時） 
2013年 2014年 2015年 2016年 

2022年 

（短期目標） 

2030年 

（中期目標） 

次世代自動車導入台数 4万台 5.4万台 6.8万台 8.5万台 10.3万台 17万台 31万台 

エコドライブの実践率（乗用） 
15% 

－ 15% 38% 33% 20% 25% 

    〃     （貨物） － 15% 32% 33% 28% 40% 

公共交通に対する満足度 74.7% 71.9% 72.1% 67.8% 66.6％ 90% 90% 

 

(4) みどり 

＜低炭素社会の実現に向けて目指すべき社会像＞ 

豊かなみどりと共生している社会 

 

【成果指標の達成状況】 

指標 
2012年 

（策定時） 
2013年 2014年 2015年 2016年 

2030年 

（中期目標） 

保全されているみどりの 

面積 
21,422 ha 21,531 ha 21,562 ha 21,591 ha 21,609 ha 21,800 ha 

ペレットストーブの 

市内導入台数 
200台 260台 360台 396台 424台 10,000台 

 

(5) 廃棄物 

＜低炭素社会の実現に向けて目指すべき社会像＞ 

ごみの少ない資源循環型社会 

 

【成果指標の達成状況】 

指標 
2012年 

（策定時） 
2013年 2014年 2015年 2016年 

2030年 

（中期目標） 

焼却ごみの排出量 43.8万 t 44.4万ｔ 43.4万ｔ 43.6万 t 43.2万 t 41.0万 t 

リサイクル率 26.7% 27.1% 28.0% 28.3% 27.9％ 30% 

 

(6) エネルギー 

＜低炭素社会の実現に向けて目指すべき社会像＞ 

エネルギーの創出と面的利用が進んでいる社会 

 

【成果指標達成状況】 

指標 
2012年 

（策定時） 
2013年 2014年 2015年 2016年 

2030年 

（中期目標） 

太陽光による発電量 0.2億 kWh 0.3億 kWh 0.3億 kWh 0.5億 kWh 0.5億 kWh 6.5億 kWh 

分散型電源システムによる発電量 2.0億 kWh 1.8億 kWh 1.8億 kWh 1.8億 kWh 1.9億 kWh  6.2億 kWh 

都心における 

ネットワークへの接続建物数 
106棟 105棟 100棟 99棟 99棟 124棟 

電力需要量 94.4億 93.5億 91.0億kWh 90.3億 81.3億 80.4億 kWh 
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kWh kWh kWh kWh 

 

 

 

６ エネルギー消費量及び温室効果ガス排出量の部門別分析11 

6-1 家庭部門 

(1) 電力消費量 

家庭部門の電力消費量は、人口や世帯数の増加などに伴い、平成 22(2010年度)には過去最高の 37.0億

kWhに達しましたが、平成 22(2010)年度末に発生した東日本大震災以降における節電の取組などにより、

平成 23(2011)年度以降は減少傾向となっています(図 6-1-1)。 

 
図 6-1-1 家庭部門の電力消費量の推移 

 

 家庭部門における１世帯あたりの電力消費量は、平成 22(2010年度)には過去最高の 4.18千 kWh/世帯

に達しましたが、平成 23(2011)年度以降は減少傾向となっています(図 6-1-2)。 

 

図 6-1-2 家庭部門における１世帯あたりの電力消費量の推移 

                            
11 本章の図表に示す過去の年度の数値は、確定値公表後の統計データ更新を反映させている場合があるため、前章までに掲載して

いる数値とは一致しないことがあります。 
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(2) 熱利用エネルギー消費量 

家庭部門の熱利用エネルギー消費量は、人口や世帯数の増加などに伴い、平成 24(2012)年度に過去最高

の 40,047TJに達しましたが、近年は省エネの取組などにより減少傾向となっています(図 6-1-3)。 

 

図 6-1-3 家庭部門の熱利用エネルギー消費量の推移 

 

エネルギー種別では、灯油は価格や冬期の外気温の影響により消費量の変動が大きくなっていますが、

近年は省エネの取組みなどにより減少傾向となっています。都市ガスは供給世帯数の増加などに伴い増加

傾向となっており、ＬＰガスと熱供給はおおむね横ばいで推移しています(図 6-1-4)。 

 

図 6-1-4 家庭部門の熱利用エネルギー消費量の推移(エネルギー種別) 

 

平成 28(2016)年度の熱利用エネルギー消費量の内訳は、灯油の消費量が約 7割と最も多くなっていま

す(図 6-1-5)。 
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図 6-1-5 家庭部門の熱利用エネルギー消費量のエネルギー種別内訳(平成 28年度速報値) 

 

家庭部門における１世帯あたりの熱利用エネルギー消費量は、平成 24(2012)年度に過去最高の 44.0GJ/

世帯に達しましたが、近年は省エネの取組などにより減少傾向となっています(図 6-1-6)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-1-6 家庭部門における１世帯あたりの熱利用エネルギー消費量 
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28(2016)年度は節電や省エネの取組などにより、444万 t-CO2まで減少しています(図 6-1-7)。 
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図 6-1-7 家庭部門の二酸化炭素排出量と電力排出係数の推移 

 

エネルギー種別では、電力は電力排出係数や世帯数の増加などに伴い、平成 24(2012)年度に過去最高

の 249万 t-CO2に達しましたが、電力消費量の減少や電力排出係数の改善などにより、平成 28(2016)年度

は 215万 t-CO2まで減少しています。灯油は省エネの取組などにより近年は減少傾向、都市ガスは供給世

帯数の増加により近年は増加傾向、ＬＰガスと熱供給はおおむね横ばいとなっています(図 6-1-8)。 

平成 28(2016)年度の二酸化炭素排出量の内訳は、電力(約５割)と灯油(約４割)で全体の約９割を占めて

います(図 6-1-9)。 

 

 

図 6-1-8 家庭部門の二酸化炭素排出量の推移(エネルギー種別) 

 

373 
399 409 420 

390 399 
429 419 

386 
352 

424 

507 
483 481 

463 
444 

0.48 0.49 
0.52 0.53 

0.50 
0.48 

0.52 

0.59 

0.43 

0.35 

0.49 

0.69 0.68 0.68 0.67 
0.63 

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0

100

200

300

400

500

600

700

平
成

13
（
20

01
）

14
（
20

02
）

15
（
20

03
）

16
（
20

04
）

17
（
20

05
）

18
（
20

06
）

19
（
20

07
）

20
（
20

08
）

21
（
20

09
）

22
（
20

10
）

23
（
20

11
）

24
（
20

12
）

25
（
20

13
）

26
（
20

14
）

27
（
20

15
）

28
（
20

16
）

電
力
排
出
係
数
（調

整
前
）

二
酸
化
炭
素
排
出
量

［年度］

電力 灯油 都市ガス LPガス 熱供給 電力排出係数

（電力排出係数調整前）
［万t-CO2］ ［t-CO2/MWh］

150 
157 

170 
177 

171 

166 

183 

207 

156 

131 

179 

249 
242 237 

230 
215 

161 

179 177 
187 

164 

181 
196 

162 

182 
168 

187 

198 197 201 

182 173 

38 36 31 

25 23 22 23 23 24 25 27 28 

29 29 31 34 

23 26 30 

29 30 28 26 27 25 26 30 32 

12 12 17 19 

2 2 1 1 1 0 0 0 0 1 1 0 3 3 3 4 0

50

100

150

200

250

300

平
成

1
3（

20
01
）

1
4（

20
02
）

1
5（

20
03
）

1
6（

20
04
）

1
7（

20
05
）

1
8（

20
06
）

1
9（

20
07
）

2
0（

20
08
）

2
1（

20
09
）

2
2（

20
10
）

2
3（

20
11
）

2
4（

20
12
）

2
5（

20
13
）

2
6（

20
14
）

2
7（

20
15
）

2
8（

20
16
）

二
酸
化
炭
素
排
出
量

［年度］

電力 灯油 都市ガス LPガス 熱供給

［万t-CO2］ （電力排出係数調整前）



- 44 - 

 

 

図 6-1-9 家庭部門の二酸化炭素排出量のエネルギー種別内訳(平成 28年度速報値) 

 

家庭部門の１世帯あたりの二酸化炭素排出量は、平成 24(2012)年度に過去最高の 5.6t-CO2/世帯に達し

ましたが、節電や省エネの取組、電力排出係数の改善などにより近年は減少傾向となっています(図 6-1-

10)。 

 
図 6-1-10 家庭部門における１世帯あたりの二酸化炭素排出量の推移 
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＜コラム＞札幌市と全国の家庭における二酸化炭素排出量と内訳 

家庭における二酸化炭素排出量は、札幌市が全国に比べて約４割多くなっており、その差はほとんど

灯油の消費量に影響されています(図１)。燃料別の構成割合は、札幌では灯油と電力の割合が大きく、

全国では電力が全体の約半分を占めており、灯油は１割未満となっています(図２)。 

 

出典：「日本の温室効果ガス排出量データ(1990～2015年度)確報値」(国立環境研究所) 

注１)全国の数値は世帯当たりのデータが公開されている 2015年確報値を使用しています。 

注２)札幌市の数値は、全国の数値内訳に合わせて積み上げ計算しています。 

 

図１ 札幌市・全国の家庭１世帯あたりの二酸化炭素排出量 
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6-2 業務部門 

(1) 電力消費量 

業務部門の電力消費量は平成 22(2010)年度には過去最高の 50.1億 kWhに達しましたが、平成 22(2010)

年度末に発生した東日本大震災以降における節電の取組などにより、平成 23(2011)年度以降は減少に転じ

ていましたが、近年は業務系建物の床面積増加などによりおおむね横ばいとなっています(図 6-2-1)。 

 
図 6-2-1 業務部門の電力消費量の推移 

 

業務部門における単位床面積あたりの電力消費量は、平成 19(2007)年度に過去最高の 0.18千 kWh/ｍ2

に達しましたが、近年は節電の取組などにより減少傾向となっています(図 6-2-2)。 

 

図 6-2-2 業務部門における単位床面積あたりの電力消費量の推移 
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 (2) 熱利用エネルギー消費量 

業務部門の熱利用エネルギー消費量は平成 19(2007)年度まで減少を続けた以降はおおむね横ばいで推

移していましたが、業務系建物の床面積増加などにより、近年は増加傾向となっています(図 6-2-3)。エ

ネルギー種別では、都市ガスは増加傾向、Ａ重油は平成 19(2007)年度まで減少を続けた以降は横ばい、

ＬＰガスは増加傾向でしたが、平成 24(2012)年度に大きく減少してからは横ばい、灯油、熱供給は近年

おおむね横ばいで推移しています(図 6-2-4)。 

平成 28(2016)年度の熱利用エネルギー消費量の内訳は、都市ガス(55％)とＡ重油(39％)で全体の 94％

を占めています(図 6-2-5)。 

 
図 6-2-3 業務部門の熱利用エネルギー消費量の推移 

 

 
図 6-2-4 業務部門の熱利用エネルギー消費量の推移(エネルギー種別) 
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図 6-2-5 業務部門における熱利用エネルギー消費量のエネルギー種別内訳(平成 28年度速報値) 

 

業務部門における単位床面積あたりの熱利用エネルギー消費量は、減少傾向で推移していましたが、平

成 27(2015)年度以降は増加傾向となっています(図 6-2-6)。 

 

図 6-2-6 業務部門における単位床面積あたりの熱利用エネルギー消費量の推移 
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業務部門の二酸化炭素排出量は平成 24(2012)年度に過去最高の 443万 t-CO2に達しましたが、平成

28(2016)年度は 390万 t-CO2まで減少しています(図 6-2-7)。 

エネルギー種別では、電力は電力排出係数の増加などに伴い平成 24(2012)年度に過去最高の 340 万 t-

CO2に達しましたが、節電の取組や電力排出係数の改善などにより、平成 28(2016)年度は 288万 t-CO2ま

で減少しています。その他については、近年おおむね横ばいで推移しています(図 6-2-8)。 

平成 28(2016)年度の二酸化炭素排出量の内訳は、電力が約 74％、Ａ重油が約 12％、都市ガスが約 11％

であり、電力の割合が最も大きくなっています(図 6-2-9)。 
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図 6-2-7 業務部門の二酸化炭素排出量の推移 

 

 

図 6-2-8 業務部門の二酸化炭素排出量の推移(エネルギー種別) 

 

 

図 6-2-9 業務部門の二酸化炭素排出量のエネルギー種別内訳(平成 28年度速報値) 
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 業務部門における単位床面積あたりの二酸化炭素排出量は、平成 24(2012)年度に過去最高の 0.154t-

CO2/m
2に達しましたが、節電の取組や電力排出係数の改善などにより、近年は減少傾向となっています

(図 6-2-10)。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-2-10 業務部門における単位床面積あたりの二酸化炭素排出量の推移 

 

6-3 運輸部門 

(1) 輸送機関別の二酸化炭素排出量 

運輸部門の二酸化炭素排出量は、自動車燃費の向上などにより減少傾向で推移しています (図 6-3-1)。

輸送機関別では、自動車は減少傾向、鉄道と航空は横ばいで推移しています(図 6-3-2)。 

平成 28年度(2016)年度の輸送機関別の二酸化炭素排出量の内訳は、自動車が約 95％を占めています(図 

6-3-3) 

 
図 6-3-1 運輸部門の二酸化炭素排出量の推移 

 

349 
361 

330 
309 311 

297 295 290 284 
267 265 266 273 

263 259 258 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

平
成

1
3
（
2
0
0
1
）

1
4（

2
0
0
2）

1
5（

2
0
0
3）

1
6（

2
0
0
4）

1
7（

2
0
0
5）

1
8（

2
0
0
6）

1
9（

2
0
0
7）

2
0（

2
0
0
8）

2
1（

2
0
0
9）

2
2（

2
0
1
0）

2
3（

2
0
1
1）

2
4（

2
0
1
2）

2
5（

2
0
1
3）

2
6（

2
0
1
4）

2
7（

2
0
1
5）

2
8（

2
0
1
6）

二
酸
化
炭
素
排
出
量

［年度］

自動車 鉄道 航空

（電力排出係数調整前）
［万t-CO2］

0.105 0.106 0.106 0.109 

0.122 0.118 
0.127 

0.137 

0.108 
0.100 

0.122 

0.154 
0.147 

0.139 0.138 
0.130 

0

0.02

0.04

0.06

0.08

0.1

0.12

0.14

0.16

0.18

平
成

13
（2

00
1
）

14
（
20

02
）

15
（
20

03
）

16
（
20

04
）

17
（
20

05
）

18
（
20

06
）

19
（
20

07
）

20
（
20

08
）

21
（
20

09
）

22
（
20

10
）

23
（
20

11
）

24
（
20

12
）

25
（
20

13
）

26
（
20

14
）

27
（
20

15
）

28
（
20

16
）

単
位
床
面
積
あ
た
り
の
二
酸
化
炭
素
排
出
量

［年度］

(電力排出係数調整前)［t-CO2/m2］



- 51 - 

 

 
図 6-3-2 運輸部門の二酸化炭素排出量の推移(輸送機関別) 

 

 

図 6-3-3 輸送機関別の二酸化炭素排出量の内訳(平成 28年度速報値) 
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どによって減少傾向で推移しています(図 6-3-4)。 

 

図 6-3-4 自動車一台あたりの二酸化炭素排出量の推移 
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(2) 自動車の車種別の二酸化炭素排出量 

 札幌市の自動車台数は平成 23(2011)年度以降は増加傾向で推移していますが、二酸化炭素排出量は減少

傾向で推移しています(図 6-3-5)。 

車種別の二酸化炭素排出量の内訳は、乗用車の割合が約 64％と最も多く、貨物車が約 23％、タクシーと

バスが 2～3％程度となっています(図 6-3-6)。 

 

 
図 6-3-5 自動車の二酸化炭素排出量と台数の推移 

 

図 6-3-6 自動車の二酸化炭素排出量の車種別内訳(平成 28年度速報値) 

 

車種別の二酸化炭素排出量の推移は、全車種において減少傾向で推移しています。一方、車種別の台数

は、乗用車は増加傾向、貨物車と特種(殊)用途車・その他は減少傾向、バスとタクシーはおおむね横ばい

で推移しています(図 6-3-7～図 6-3-11)。 
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図 6-3-7 乗用車の二酸化炭素排出量と台数の推移 

 

図 6-3-8 貨物車の二酸化炭素排出量と台数の推移 
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図 6-3-9 バスの二酸化炭素排出量と台数の推移 

 
図 6-3-10 タクシーの二酸化炭素排出量と台数の推移 
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図 6-3-11 特種(殊)用途車・その他の二酸化炭素排出量と台数の推移 

 

6-4 産業部門 

(1) 電力消費量 

産業部門の電力消費量は平成 25(2013)年度以降、増加傾向となっています (図 6-4-1)。業種別では、製

造業、建設業は近年増加傾向となっており、上水道、鉱業、農林業はおおむね横ばいで推移しています(図

6-4-2)。なお、平成 25(2013)年度以降の建設業における電力消費量が大きくなっている原因は、算出に用

いている統計データ(資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」)の推計方法が変更されたことによります。 

平成 28(2016)年度の電力消費量の業種別内訳は、製造業が約８割を占めています(図 6-4-3)。 

なお、市内総生産は各年度当時の公表値（出典：札幌市統計書 経済活動別市内総生産）の関係部分で

あるため、現在公表されているものと異なる場合があります。 

 

 

図 6-4-1 産業部門の電力消費量と市内総生産の推移 
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図 6-4-2 産業部門の電力消費量の推移(事業別) 

 

 
図 6-4-3  産業部門の電力消費量の事業別内訳(平成 28年度速報値) 
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ギー統計」)の推計方法が変更されたことによります。 

平成 28(2016)年度の熱利用エネルギーの業種別内訳は、製造業が約６割、建設業が約３割を占めていま

す(図 6-4-6)。 
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図 6-4-4 産業部門の熱利用エネルギー消費量と市内総生産の推移 

 

 

 

図 6-4-5 産業部門の熱利用エネルギー消費量の推移(事業別) 
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図 6-4-6 産業部門の熱利用エネルギー消費量の事業別内訳(平成 28年度速報値) 

 

(3) 二酸化炭素排出量 

 産業部門の二酸化炭素排出量は電力排出係数の影響により大きく変動していますが、平成 24(2012)年

度以降はおおむね横ばいで推移しています(図 6-4-7)。 

業種別では、製造業は電力排出係数の影響により大きく変動しながら推移していますが、建設業は、平

成 25(2013)年度以降は、減少傾向で推移しています。上水道、鉱業、農林業はおおむね横ばいで推移し

ています(図 6-4-8)。 

 平成 28(2016)年度の二酸化炭素排出量の内訳は、製造業(約 77％)と建設業(約 18％)で全体の約 95％を

占めています(図 6-4-9)。 

 

 

 
図 6-4-7 産業部門の二酸化炭素排出量と電力排出係数の推移 
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図 6-4-8 産業部門の二酸化炭素排出量の推移(業種別) 

 

 

図 6-4-9 産業部門の二酸化炭素排出量の業種別内訳(平成 28年度速報値) 
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図 6-5-1 廃棄物部門の電力消費量の推移 

 

図 6-5-2 廃棄物部門の電力消費量の推移(事業別) 

 

 

図 6-5-3 廃棄物部門の電力消費量の事業別内訳(平成 28年度速報値) 
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(2) 熱利用エネルギー消費量 

廃棄物部門の熱利用エネルギー消費量は減少傾向で推移しています(図 6-5-4)。 

事業別では、下水道事業と清掃事業ともに減少傾向で推移しています(図 6-5-5)。 

平成 28(2016)年度の熱利用エネルギー消費量の事業別内訳は、下水道事業が約７割、清掃事業が約３割

となっています(図 6-5-6)。 

 
図 6-5-4 廃棄物部門の熱利用エネルギー消費量の推移 

 

図 6-5-5 廃棄物部門の熱利用エネルギー消費量の推移(事業別) 
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図 6-5-6 廃棄物部門の熱利用エネルギー消費量の事業別内訳(平成 28年度速報値) 

 

(3) 二酸化炭素排出量 

廃棄物部門の二酸化炭素排出量は平成 22(2010)年度に過去最低の 21万 t-CO2に達しましたが、近年は

増加傾向となっています(図 6-5-7)。 

事業別では、清掃事業は平成 22(2010)年度に過去最低の 14.1万 t-CO2に達しましたが、近年は増加傾

向で推移しています。下水道事業と産業廃棄物の焼却はおおむね横ばいとなっています(図 6-5-8)。 

平成 28(2016)年度の二酸化炭素排出量の内訳は、清掃事業(約６割)と下水道事業(約３割)で全体の約

９割を占めています(図 6-5-9)。 

 

 
図 6-5-7 廃棄物部門の二酸化炭素排出量の推移 
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図 6-5-8 廃棄物部門の二酸化炭素排出量の推移(事業別) 

 

 

図 6-5-9 廃棄物部門の二酸化炭素排出量の内訳(平成 28年度速報値) 
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おむね横ばいで推移しています(図 6-5-11)。 
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図 6-5-10 清掃事業の二酸化炭素排出量の推移 

 

 

図 6-5-11 清掃事業の二酸化炭素排出量の推移(エネルギー種別) 

 

 

図 6-5-12 清掃事業の二酸化炭素排出量のエネルギー種別内訳(平成 28年度速報値) 
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6-6 エネルギー転換部門 

(1) 電力消費量 

 エネルギー転換部門の電力消費量は、平成 21(2009)年度に過去最低の 0.18 億 kWh となりましたが、以

降は増加傾向となっています(図 6-6-1)。 

事業別では、都市ガス事業は平成 21(2009)年度まで減少傾向で推移しましたが、その後は増加傾向とな

っています。熱供給事業はおおむね横ばいで推移しています(図 6-6-2)。 

平成 28(2016)年度の電力消費量の事業別内訳は、熱供給事業が約６割、都市ガス事業が約４割となって

います(図 6-6-3)。 

 

 
図 6-6-1 エネルギー転換部門の電力消費量の推移 

 

 
図 6-6-2 エネルギー転換部門の電力消費量の推移(事業別) 
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図 6-6-3 エネルギー転換部門の電力消費量の事業別内訳(平成 28年度速報値) 

 

(2) 熱利用エネルギー消費量 

エネルギー転換部門の熱利用エネルギー消費量は、平成 19(2007)年度まで減少を続けた以降はおおむね

横ばいとなっています(図 6-6-4)。 

都市ガス事業の熱利用エネルギー消費量は、平成 18(2006)年度まで減少を続けた以降はおおむね横ばい

となっています。エネルギー種別では、都市ガスがおおむね横ばいとなっている一方、加熱用ＬＰガスは

平成 17(2005)年度まで減少を続け、以降はゼロとなっています。この原因としては、都市ガス事業者にお

いて都市ガス原料を石油系ガスから天然ガスに切り替える作業が平成17(2005)年度に完了したためである

と考えられます(図 6-6-5)。 

 
図 6-6-4 エネルギー転換部門の熱利用エネルギー消費量の推移 
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図 6-6-5 都市ガス事業の熱利用エネルギー消費量の推移(エネルギー種別) 

 

(3) 二酸化炭素排出量 

エネルギー転換部門の二酸化炭素排出量は平成 22(2010)年度まで減少傾向となっていましたが、平成

25(2013)年度以降はおおむね横ばいで推移しています(図 6-6-6)。 

事業別では、熱供給事業がおおむね横ばい、都市ガス事業は平成 19(2007)年度まで減少した後、平成

24(2012)年度から増加に転じましたが、近年は横ばいで推移しています(図 6-6-7)。 

平成 28(2016)年度の二酸化炭素排出量の事業別内訳は、熱供給事業が約５割、都市ガス事業が約５割と

なっています(図 6-6-8)。 

 

 
図 6-6-6 エネルギー転換部門の二酸化炭素排出量の推移 

 

40 34 26 34 32 

630 

458 

302 

173 168 

670 

492 

328 

208 200 

57 
38 40 

62 
34 36 

55 57 51 58 51 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

平
成

1
3
（
2
0
0
1
）

1
4
（
2
0
0
2
）

1
5
（
2
0
0
3
）

1
6
（
2
0
0
4
）

17
（2

00
5
）

1
8
（
2
0
0
6
）

1
9
（
2
0
0
7
）

2
0
（
2
0
0
8
）

2
1
（
2
0
0
9
）

2
2
（
2
0
1
0
）

2
3
（
2
0
1
1
）

2
4
（
2
0
1
2
）

2
5
（
2
0
1
3
）

2
6
（
2
0
1
4
）

2
7
（
2
0
1
5
）

2
8
（
2
0
1
6
）

熱
利
用
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

［年度］

都市ガス 加熱用LPガス［ＴＪ］

ｴﾈﾙｷﾞｰﾋﾞｼﾞｮﾝ基準年度

5.6 

4.4 

3.4 

2.9 

2.4 

1.4 1.3 1.4 
1.1 

0.9 
1.1 

1.7 

2.0 2.1 2.0 2.0 

0

1

2

3

4

5

6

平
成

13
（2

0
0
1）

14
（2

0
0
2）

15
（2

0
0
3）

16
（2

0
0
4）

17
（2

0
0
5）

18
（2

0
0
6）

19
（2

0
0
7）

20
（2

0
0
8）

21
（2

0
0
9）

22
（2

0
1
0）

23
（2

0
1
1）

24
（2

0
1
2）

25
（2

0
1
3）

26
（2

0
1
4）

27
（2

0
1
5）

28
（2

0
1
6）

二
酸
化
炭
素
排
出
量

［年度］

熱供給事業 都市ガス事業［万t-CO2］ （電力排出係数調整前）



- 68 - 

 

 
図 6-6-7 エネルギー転換部門の二酸化炭素排出量の推移(事業別) 

 

 
図 6-6-8 エネルギー転換部門の二酸化炭素排出量の事業別内訳(平成 28年度速報値) 

  

 都市ガス事業の二酸化炭素排出量は平成 17(2005)年度までは減少傾向で推移していましたが、以降はお

おむね横ばいで推移しています（図 6-6-9）。 

 エネルギー種別では、都市ガスと電力はおおむね横ばい傾向、加熱用ＬＰガスは平成 17(2009)年度まで

減少を続け、以降はゼロとなっています。この原因としては、都市ガス事業者において都市ガス原料を石

油系ガスから天然ガスに切り替える作業が平成 17(2005)年度に完了したためと考えられます(図 6-6-10)。 

平成 28(2016)年度の都市ガス事業における二酸化炭素排出量のエネルギー種別内訳は、都市ガスが約３

割、電力が約７割となっています(図 6-6-11)。 
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図 6-6-9 都市ガス事業の二酸化炭素排出量の推移 

 

 

図 6-6-10 都市ガス事業の二酸化炭素排出量の推移(エネルギー種別) 

 

図 6-6-11 都市ガス事業の二酸化炭素排出量のエネルギー種別内訳(平成 28年度速報値) 
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6-7 森林吸収 

二酸化炭素の森林吸収量は増加傾向で推移しており、平成 28(2016)年度は 14.62 万 t-CO2となっていま

す(図 6-7)。なお、平成 24(2012)年度と平成 25(2013)年度の森林吸収量の差は、札幌市温暖化対策推進計

画の策定に伴う森林吸収量の算出方法の変更によるものです。 

 
図 6-7 森林による二酸化炭素吸収量の推移 

 

７ 市民アンケート 

地球温暖化対策・エネルギー施策を進めていくためには、市民や事業者による取組が非常に重要なこと

から、地球温暖化対策やエネルギー施策に対する市民の認識や、温室効果ガスやエネルギー使用量を削減

するための省エネ・節電行動の状況を継続的に把握していくため、市民アンケートを実施しています。 

平成 29（2017）年度については、以下のとおり実施しました。 

 

(1) 調査対象 

住民基本台帳から無作為抽出した 18歳以上の市民 3,000人 

 

(2) 調査期間 

平成 30年１月 23日（火）～２月９日（金） 

 

(3) 有効回答数（回答率） 

1,297名（回収率 43.2%） 

(4) 結果内容 

別添２のとおり 

 

８ 札幌市環境審議会、札幌市環境保全協議会への報告 

本進行管理報告書は、「札幌市温暖化対策推進計画」における計画の進行管理方法に基づき、第 11 次札

幌市環境審議会、第 11次札幌市環境保全協議会へ報告を行った上で発行しております。 

 

9.31 
9.76 9.78 

14.32 
14.64 14.64 14.62 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

平成22

（2010）

平成23

（2011）

平成24

（2012）

平成25

（2013）

平成26

（2014）

平成27

（2015）

平成28

（2016）

二
酸
化
炭
素
吸
収
量

［年度］

森林［万t-CO2］


